
１ PPP/PFIの基礎

２ PPP/PFIアクションプラン
（ウォーターPPP、スモールコンセッション等）

３ PPP/PFI検討の際の地域プラットフォームの活用

４ 情報提供（内閣府の支援制度等）
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PPP/PFI推進アクションプラン（令和６年改定版）の決定

岸田総理発言（令和６年６月３日 第20回 PFI推進会議）

本日、ＰＰＰ／ＰＦＩについて新たな「アクションプラン」を決定いたしました。重点分野であるスポーツ

分野において維持管理コストの負担が課題とされてきた「国立競技場」については、我が国における屋外スタ

ジアムビジネスの新たな可能性を切り拓（ひら）き、運営権対価が５２８億円となる魅力的なプランを提案し

た優先交渉権者を、ＪＳＣ（日本スポーツ振興センター）が選定しました。

このように「インフラの維持・整備」、「住民サービスの向上」等、地域の社会課題を官民連携で解決する

とともに、民間事業者の利益創出機会の拡大を図っていく観点から、ＰＰＰ／ＰＦＩが極めて有効です。この

ため、次の４点に重点をおいて、目標件数を引き上げて取組を強力に推進してください。

第１に上下水道、集落排水など分野横断型・広域型のＰＰＰ／ＰＦＩの形成促進を図り、類似施設・共通業

務の統合、自治体間の連携による業務の効率化等を進めてください。

第２に物価変動対策や民間事業者の創意工夫を活かす取組の推進により、民間事業者が適正な利益を得られ

る環境の構築を進めてください。

第３に重点分野における順調な進捗状況を踏まえ、自衛隊施設の重点分野への追加や、ＰＦＩ推進機構によ

る新規案件の開拓等を進め、事業規模目標３０兆円の実現に向けた道筋を確固たるものにしてください。

第４に空き家等を活用するスモールコンセッションなど、地域の課題に対し、ＰＦＩ推進機構を活用してき

め細かい支援を行ってください。

自見大臣においては関係大臣と連携し、本日取りまとめた「アクションプラン」に基づき、迅速かつ強力に

諸施策を推進するとともに、しっかりと進捗管理を行ってください。

出典：首相官邸ホームページ：https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202406/03pfi.html26



ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン 令和６年改定の主要事項

1.分野横断型・広域型PPP/PFIの形成促進

3.事業件数10年ターゲットの上方修正及び
PPP/PFIの活用領域の拡大

・類似施設・共通業務の統合による効率化を図る

分野横断型PPP/PFIの形成促進

・自治体間の連携による業務の効率化・補完にも資する

広域型PPP/PFIの形成促進

2.民間事業者の努力や創意工夫により適正な
利益を得られる環境の構築の推進

○PPP/PFIを更に進化させていくため、以下の４つの主要事項を柱とし、アクションプランを改定する。

・事業件数10年ターゲットの上方修正

・PPP/PFI活用領域の拡大

●自衛隊施設（重点分野へ追加）

●集落排水も含めた分野横断型・広域型のウォーターPPP

●流域総合水管理の推進

●火葬場 ●スタジアム・アリーナ ●国立公園

●道路（下関北九州道路）

4.PPP/PFIによる地方創生の推進

・適正な価格の算出の推進
（物価変動への対応、適正な予定価格の算出、
国有財産の貸付料・使用料算定方法のイコールフッティングの明確化・周知）

・費用減少以外のメリットの適切な評価

・性能発注等民間事業者の利益の創出に寄与する取組の推進

・BOT※税制の延長等

※Build-Operate-Transfer:事業期間中は民間事業者が施設を所有する方式

・空き家等の有効活用により地域課題を解決する

スモールコンセッション等のローカルPFIの形成促進

・具体的な案件形成に資するPPP/PFI地域プラットフォーム

の効果的な運営

・ PPP/PFI事業の具体化に資するPFI推進機構の継続的な

支援
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分野横断型・広域型ＰＰＰ/ＰＦＩの形成促進

○一層の歳出の効率化、不足する自治体職員の補完、民間事業者の参入促進等の観点から、分野横断型・広域型の
PPP/PFIの形成を促進する。

一層の歳出の効率化

民間事業者の参入促進

（利益確保）

・都道府県がリードし、管内の市町村と連携

・一つの市町村がリードし、複数市町村で連携

・県と市の同種施設の共同整備・運営類似施設・共通業務の統合

自治体間の連携による

業務の効率化・補完

ビジネス領域・規模の拡大

技術系職員が不足する自治体

での公共サービスの維持向上

・複数分野業務の一括発注

・複数自治体での共同発注

施策の方向性PPP/PFIで考慮すべき視点 具体的手法（例）

行政
視点

民間
視点

A市の
中核施設

B町の
小規模施設

A市の
他分野施設

「インフラの再構築」を効果的に進めるためのPPP/PFIの方向性

広域型の
PPP/PFI

分野横断型
のPPP/PFI

〇分野横断型・広域型PPP/PFIの先進事例の地方自治体、民間事業者、金融機関等にヒアリングを行い、以下の観点等から
分野横断型・広域型PPP/PFIのメリット、課題、対応策を整理し、「手引」として令和６年中に公表。

【先行調査で挙げられたメリット】
・複数分野・事業の統合による効率化 等

【先行調査時にあげられた課題】
・複数関係者が関わることによる事業発案/合意形成の複雑化 等

【手引の概要】
・シナジーのある分野/事業の例示
・庁内/自治体間の合意形成時のポイントや留意点 等

〇「手引」に基づき地方公共団体等を啓発するとともに、「手引」作成以降も、分野横断型・広域型のPPP／PFIを推進する
ための各種施策を検討。

取組内容
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地方公共団体等
鳥取県 人口約54.0万人（R6.1月時点）
鳥取県米子市 人口約14.5万人（R6.1月時点）

民間事業者 がいなＳＳＪパートナーズ株式会社

事業方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ方式＋ＲＯ方式）

事業分野 行政庁舎整備

事業期間
(供用開始時期等)

令和３年３月～令和１５年３月（令和５年１０月）

事業参画企業

[代表企業]美保テクノス株式会社
[構成企業]株式会社さんびる、ダイキンソリューションHVAC中四国
株式会社、山陰酸素工業株式会社、株式会社桑本建築設計事
務所、株式会社平設計
[協力企業]大和リース株式会社山陰営業所、有限会社亀山設計

鳥取県西部総合事務所新棟・米子市役所糀町庁舎整備等事業

【概 要】

【事業スキーム】

【事業の効果】

米子市役
所本庁舎

【位 置 図】

庁舎

【課題】鳥取県西部総合事務所（福祉保健局庁舎）は、老朽化や耐震基準不適合という課題があった
米子市の庁舎は、老朽化や借地料負担に課題があり、庁舎再編を検討していた

【目的】 県と市の類似部局を集約することで、相談窓口のワンストップ化、県と市の業務連携強化、住民サービス向上を図る

自治体

民間事業者

• 鳥取県と米子市の共同事業であり、県と市の庁舎一体化は県内初の試み。
• 予知保全・予防保全・事後保全の徹底で長期修繕計画の最適化を図り、
安心・安全な庁舎管理とライフサイクルコストの縮減を実現。

自治体・地域

• 県及び市が実施するPFIにおいて代表企業が県内事業者となった初めての
ケースで“地元の地元による地元のための事業”を実現。

• 事業者が設計・施工にフルBIMモデルを導入し、蓄積データを基に維持管理
ＢＩＭモデルを大学機関、維持管理業者と共に構築しているところ。

利用者

• 建設部門、建築部門を近接配置し、道路占用・許認可にかかる相談窓口
や建築行政相談窓口をワンストップ化することで、 住民サービスの向上を
図っている。
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○水道、工業用水道、下水道について、ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン期間の10年間（R4～R13）において、コンセッションに段階的に移行す
るための官民連携方式（管理・更新一体マネジメント方式）を公共施設等運営事業と併せて「ウォーターＰＰＰ」として導入拡大を図る。
［管理・更新一体マネジメント方式の要件］

①長期契約（原則10年）、 ②性能発注、 ③維持管理と更新の一体マネジメント、 ④プロフィットシェア

○国による支援に際し、管路を含めることを前提としつつ、民間企業の参画意向等を踏まえ、対象施設を決定する。

○水道、下水道、工業用水道に加え、農業・漁業集落排水施設も含めた分野横断型・広域型のウォーターPPPの形成を図る。なお、地方公共
団体等のニーズに応じて、浄化槽、農業水利施設を含めることも可能である。

○関係府省連携し、各分野における管理・更新一体マネジメント方式が円滑に運用されるよう、モデル事業形成支援を通じた詳細スキーム検
討やガイドライン、ひな形策定等の環境整備を進める。

ウォーターPPP

公共施設等運営事業（コンセッション）
［レベル４］

管理・更新一体マネジメント方式
［レベル３．５］

長期契約（10～20年）

性能発注

維持管理

修繕

更新工事

運営権（抵当権設定）

利用料金直接収受

上・工・下一体：1件（宮城県R4）
下水道：３件
（浜松市H30、須崎市R2、三浦市R５）
工業用水道：２件（熊本県R3、大阪市R４）

【更新支援型の場合】
更新計画案やｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（CM）

【更新実施型の場合】
更新工事

長期契約（原則10年） *1

性能発注*2

維持管理

修繕

複数年度・複数業務による
民間委託

［レベル１～３］

短期契約（3～5年程度）

仕様発注・性能発注

維持管理

修繕

水道：1,400施設

下水道：552施設

工業用水道：19件

*2民間事業者の対象業務の執行方法は、民間事業者が自ら
決定し、業務執行に対する責任を負うという本来の「性能発
注」を徹底。

管路については、移行措置として、仕様発注から開始し、
詳細調査や更新等を実施した箇所から段階的に性能発注
に移行していくことも可能。

新設

*1管理・更新一体マネジメント方式（原則10年）の後、公共施設
等運営事業に移行することとする。

ウォーターＰＰＰの概要
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実施自治体 宮城県 人口約224.2万人（R6.1月時点）

事業方式 PFI（コンセッション方式）

事業期間 令和４年４月１日～令和24年３月31日（20年間）

契約金額 約1600億円（税抜）

事業概要 水道用水供給事業、工業用水道事業、流域下水道事業

事業実施主体
SPC(特別目的会社)…(株)みずむすびマネジメントみやぎ
代表企業…メタウォーター(株)

宮城上工下水一体官民連携運営事業
上水道
下水道

工業用水道

コンサート

• 現行体制を続けた場合に対して、提案を踏まえた事業費は、約337億円の削減
を達成。

• 上記削減により、水道料金等の上昇抑制に寄与。

【概 要】

【事業スキーム】

【課題】人口減少や節水型機器の普及に伴う料金収入の減少、県職員の減少、設備・管路の更新需要の増大等
【目的】スケールメリットを活かしたコスト削減と、水道・下水道・工業用水道３分野における全体最適を目指した事業運営

【事業の効果】

事業対象エリア

宮城県

3,314億円

新方式
(コンセッション)

9事業合計

2,977億円

従来方式

削減効果
約337億円

（▲10.2％）

自治体・利用者・地域

民間事業者

• コンセッション手法の採用で、設計から運営まで一貫して技術力・ノウハウ・創意
工夫を発揮。

市町村

出典：宮城県
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ウォーターＰＰＰの推進
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〇地域における空き家等を官民連携で積極的に活用するスモールコンセッション※などの地域経済・社会に多くのメリットをもたら
す「ローカルPFI」について、地方公共団体での普及推進を図る。

〇地域プラットフォームの効果的な運用に関する伴走支援の強化などの支援を行うことで、地域プラットフォームを通じた継続的、
安定的な官民対話を促進するとともに、PFI推進機構による具体的かつ継続的な支援により、具体の案件形成に繋げる。

※地方公共団体が所有・取得する空き家等について、民間の創意工夫を最大限に生かした小規模なPPP/PFIを行うことにより、地域課題の解決やエリア価値の向上につなげる取組

ＰＰＰ/ＰＦＩによる地方創生の推進

スモールコンセッションの推進

・ノウハウの共有、マッチングの促進の場として、産官学金の多様な関係者が参加、連携
するスモールコンセッション推進会議（仮称）を設立する。
・上記会議は、PPP/PFI地域プラットフォーム等と連携して実施する。

PPP/PFI地域プラットフォームの
効果的な運用に向けた取組

協定PPP/PFI地域プラットフォームが全国各地で増加
している中、更なる実効性のある取組が求められている。

内閣府による支援等を通じて、継続的、安定的に
官民対話を促進するなど効果的な運用を下支えする。

地域プラットフォームの効果的運用

知識・知見の習得

内閣府による支援

ニーズ・シーズのマッ
チング機能の強化

具体の案件形成

スモールコンセッション推進会議（仮称）の設立

スモールコンセッションの目指す姿

・地域プラットフォーム運用に関する伴走支援の強化
・PPP/PFI専門家派遣制度の活用
・「地域プラットフォーム設置・運用マニュアル」の充実

主な取組

・ 首長への働きかけや情報発信（セミナーやイベントの開催等）の強化
・ スモールコンセッション実践ガイドライン（仮称）の策定
・ 手続きの簡素化
・ 官民のマッチング機能の強化 等

PFI推進機構による事業の具体化支援

アクションプランの重点分野における事業件数10年
ターゲットの進捗の加速化に向け、具体的かつ継続的
な支援により、具体の案件形成に繋げる。

33



ローカルＰＦＩ

自治体支援
コンテンツ

（内閣府）

地域の行政、商工会議所、地域金融、企業
等の関係者が集う地域プラットフォームで
官民対話を行い、案件形成を促進

地域プラットフォー
ムの組成・運営支援

専門家派遣

導入可能性調査
支援※1

地域の
関係者連携

ガイドラインや事例
集の作成・周知※2

地域企業の
販路開拓

生活
利便性
向上

地域企業
の参画

交流人口
拡大

地域企業の
事業機会
創出

地域歴史
文化保存

移住者
増加

地産地消
（ 産 品 ・
エネルギー）

人材育成

地域防災
力向上

・・・

ＰＦＩ事業の効果として設定

地域課題の解決

公共空間の活用

地域経営の視点

ＰＦＩによる地域課題を解決し地域の発展に
効果のある指標を設定し、定量・定性的に評価

ＰＦＩ事業を実施することにより、公共施設
や余剰地を活用した取組を支援

ローカルＰＦＩ※は、ＰＦＩ事業の推進
（案件形成、事業者選定、契約履行等の一連の過程）を通じ、
地域経済・社会により多くのメリットを
もたらすことを志向するコンセプト。

財政負担軽減（ＶＦＭ）に加え、自治体・
民間の創意工夫による多様な効果に焦点。

※ローカルＰＦＩにはＰＰＰ（広義の官民連携）を含む。

施設や分野を横断して課題解決に取り組む
ための、新たな官民連携手法の検討を推進

 ローカルＰＦＩとは

 ローカルＰＦＩのイメージ

地域課題を元にコアとなる効果を設定するとともに、
事業化アイデアの深掘りにより、副次的効果のイメー
ジを固めることでＰＦＩ事業の多様な効果を発揮

 ローカルＰＦＩの推進方策

※1 ローカルＰＦＩの検討を一部要件化
※2 地域企業の参画を促す工夫を明確化
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ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の多様な効果に関する手引・事例集策定（令和５年９月）

多様な効果の事例紹介多様な効果手引･事例集の着眼点

06 
桑名市図書館等複合公共施設特定事業 

（三重県桑名市） 

文教施設 
複合施設 

 
桑名市は、中心市街地の活力低下が見られるとともに、教育文化施設、福祉施設等の老朽化・狭隘化により多様化する

市民ニーズへの対応が求められていた。本事業は、旧図書館と比較し規模が増大し人材確保が困難であったこと等から、運

営業務を民間に委ねることで、多様なサービスニーズへ対応し専門性の高いサービス提供を行うことを目的にPFI手法を導入。

有資格者数の増加や新技術導入により、想定を上回る入館者数、貸出冊数等の効果を実現、併設した独立採算事業

のカフェも人気があり、中高生の利用も多いことから中心市街地活性化に寄与している。 
 

PPP/PFI導入の効果 

VFM 特定事業選定時 5.5％～12.5％ 契約時 22.0％ 

公共 
サービス 
水準 

サービス・ 
利便性向上 

入館者数（図書館） 
貸出冊数（図書館） 

従前 25万人/年（H12） 
21万冊/年（H12） 

従後 50万人/年（H30） 
75万冊/年（H30） 

有資格者数 従前 司書1人（H12） 従後 司書21人（H30） 

迅速・柔軟な 
対応 

図書等不明簿価率 従前 簿価総額 0.3％ 
（H12） 

従後 簿価総額 0.0304％ 
（H30） 

開館時間の延長 従前 午前9時～午後5時 
（木曜は午後7時） 

従後 午前9時～午後9時 

行政職員の 
事務負担軽減 

事務作業の軽減 
（図書館の運営、資料・ 

備品等の購入・管理等） 

従前 行政が実施 従後 事業者が実施 
（規模増大・専門性への対応） 

経済的 
価値 

地方創生 地域雇用の創出 
（市内雇用者割合） 

スタッフの50％程度は地域雇用 

社会的 
価値 

新たな政策課題 新技術の導入 民間提案によるICタグ、自動化書庫、自動貸出機の導入 
（カウンター業務の省力化、ブライバシー保護に寄与） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業概要 
事業主体 三重県桑名市 

人 口 140,134人（令和4年1月1日） 

事業方式  PFI（BOT）、混合型 

事業期間  32年（維持管理・運営期間 30年） 

施設規模  延床面積 約8,150㎡ 

契約金額  約116億円（税抜） 

施設概要  中央図書館、中央保健センター（平成30年移転、地
域コミュニティ局入居）、勤労青少年ホーム（平成27
年廃止、人権センター入居）、多目的ホール、生活利
便サービス施設、託児所、駐車場、駐輪場 

S PC の 

構成企業  

 

代表企業 鹿島建設㈱ 

構成企業 ㈱佐藤総合計画、㈱図書館流通セン
ター、セントラルリース㈱、積村ビル管理
㈱、㈱三重電子計算センター  

事業経緯  平成13年６月 
平成13年11月 
平成14年４月 
平成14年６月 
平成16年10月 

実施方針等の公表 
入札説明書等の公表 
落札者の決定 
契約締結 
供用開始 
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入館者数 入館者数（想定） 貸出冊数 貸出冊数（想定）

（人） （冊）

新型コロナ
の影響

民活導入
の効果

入館者数及び貸出冊数の推移 

事
業
実
施
に
よ
り
実
現
し
た

多
様
な
効
果
の
指
標
及
び
評
価

効
果
把
握
の
対
象
範
囲

•ローカルPFIの考え方や多様な効果指標の指標連動方式
への活用方法についても提示。

•ＰＦＩは、これまで効率的・効果的な公共サービスの提供手
法として、主に財政負担縮減（VFM）が重視される傾向。
•地域経済・社会に貢献するローカルPFI の確立と普及
のため、財政負担縮減のみならず、持続可能な地域・経済
社会の実現に関する多様な効果の把握し、ＰＰＰ／ＰＦ
Ｉ事業の多様な効果を定量的に評価できるよう手引・事例
集として整理した。
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スモールコンセッションの概要

効果

地
方
公
共
団
体

 維持管理コストの削減

 エリア価値の向上

民
間
事
業
者

 事業機会の増加
- 長期的な事業運営

 地域への主体的な貢献
- 地域還元、地域企業の参画

地
域
・
住
民

 地域活性化
- 交流人口の増加、利便施設の増加等

 住民サービスの向上

 思い入れのある施設の継承

スモールコンセッションの効果

公共施設等運営(コンセッション)方式を中心に、個別の案件に応じて様々

な手法が想定される。

スモールコンセッションの事業手法

（※1 廃校等の現在使われていない施設、住民から寄付を受けた古民家等 ※2 事業費10億円未満程度 ※3 コンセッションをはじめとした官民連携による事業運営）

高

低 高

公
共
性

収益性

スモールコンセッションの範囲

賃貸借
（普通財産）

指定管理
管理委託

PFI
（コンセッション、RO）

スモールコンセッションとは

スモールコンセッションとは・・・ 地方公共団体が所有・取得する空き家等の身近な遊休不動産※1 について、民間の

創意工夫を最大限に生かした小規模※2 なPPP/PFI事業※3 を行うことにより、地域

課題の解決やエリア価値の向上につなげる取組みを指す。

※スモールコンセッションの推進方策に関する検討会資料より抜粋 36



実施自治体 岡山県津山市 人口約9.6万人（R6.1月時点）

事業方式 PFI （コンセッション方式） ※改修工事は市が補助制度活用し実施

事業期間 令和2年7月～令和22年3月末日

契約金額
運営権対価：約7400万円（令和5年3月末まで分割払い猶予）

※改修工事費：約1.9億円

施設概要 宿泊施設

事業実施主体 HNA津山（宿泊業）

旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業観光施設

津山市

運 営

民間事業者

維持管理

運
営
権
対
価
の
支
払

【概 要】

・ 指定管理の場合、委託費用（毎年約300万円）の歳出が必要。

→コンセッションの導入により、毎年約450万円の運営権対価の歳入。

【事業の効果】

ランニングコスト：-300万円/年 +450万円/年

多目的広場

改修施設内部

津山市

岡山県

旧苅田家
町家群

倉敷駅

岡山駅

【位 置 図】

かん だ

建設企業

改 修

工
事
請
負

契
約

国

補 助 金 等

○市が補助金等活用して町家を改修。改修内容は、運営事業者とすりあわせ。
○整備した町家を管理委託ではなく、コンセッションを導入し、民間事業者が運営。

宿泊施設

【事業スキーム】

設 計

※
改
修
内
容
を
す
り
あ
わ
せ

運
営
権
設
定

コンセッション

建物改修

宿
泊
代

所有

・ コンセッションを通じ、民間事業者の新たなビジネス機会を創出。

・ 町家を活用したハイブランドな宿泊施設の運営が国際的に評価。

→ ミシュランガイド４パビリオン（4つ星）を獲得。

中庭

岡山駅～津山駅
JR快速で約６０分

【課題】国の重要伝統的建造物群保存地区の城東地区の観光資源を活用し、拠点とするため
【目的】市の歳出を抑え歳入を増やすとともに、観光客の誘致、地域のにぎわいの創出と地域活性化、域内需要の拡大を図る

自治体

民間事業者
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